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1.イ ソ ト ロ ダ ク シ ョ ソ
数年前,わ たくしはわが国の農家労働力の非農業労働市場での 「労働供給価格」とい
う分析概念を発展させ,そ の実証分析を通して農 ・非農業間労働移動の市場分析を試み
た。[増井,1963:41-56]農家労働力の農外労働市場での労働供給価格とは,農家労働
者の各個人の農外産業への労働供給条件を貨幣タームで要約して示そうとするものであ
る。すなわち,農 家労働者が農外産業に就職するに際 しいくらの賃金を要求するかを示
すのがここでいう農家労働者の労働供給価格である。その供給価格水準を決定する要素
としては,農 家労働力の農業内部での機会労働稼得(opportunityIaborearningsin
agriculture).お よび労働移動に伴なう移動コス トの二つが計上された。移動 コス トの
なかには,旅費,運送費,転居費の他に農家資産処分費(前稿ではこれら4つを離村コ
ス トと総称),農村,都市間での 貨幣の購買力差からくる生活費上昇という費用(物 価
差コス ト),さらに自己雇用の雇用安定性を犠牲にすることの費用(離農コス ト),およ
び転職の心理的費用(心理的コス ト)が想定された。
この想定のもとで,農家労働力の主体別(経 営主,あ とつぎ,二三男 ・女)お よび流
出形態別(挙 家離村,個 人的離村,お よび兼業化流出)の非農業部門への労働供給価格
が実証的に分析された。農家労働力は主体を異にし流出形態を異にするに応 じて供給価
格の価格構成要素を異にし,それぞれ異った労働供給価格をもつものだという考えにも
とつくものである。
この農家労働力の供給価格と非農業賃金収入との比較によって農 ・非農業間の労働移
動の市場分析を行ない,農家労働力の農外流出のパターソと産業部門間賃金開差との関
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係を実証的に解明しようとするのが前稿の課題であった。対象とする期間を第二次大戦
を境とする戦前.戦後に分けてみると,戦前期(1923年～1939年)には,農家労働力に
開かれた 非農業労働市場が 移動均衡(movingequilibriumposition)にあったことが
明らかにされた。農業外賃金収入の水準は二三男,子女労働力の流出を有利にする水準
ではあったが,経 営主,あ とつぎの挙家離村を有利にするものではなかった。したがっ
て,戦前の農家戸数の安定性は非農業労働市場の需給均衡の結果として性格づけられて
いる。それと同時に通常見出される農 ・非農業間の賃金開差は均衡賃金開差 と見なされ
るべきで,労働の移動費を考慮すれば農 ・非農業間に実質的な賃金開差は存在 しないと
主張されている。戦後(1950年以降)に なると農家労働力の限界的労働供給価格が非農
業部門の比較可能な賃金収入(comparablenon-farmwageearnings)より低い状態
の市場不均衡が見出された。このことから,農家戸数,農業就業人口の戦後の減少傾向
が説明されている。
戦後の労働市場における均衡破壊的作用要因としては,高度成長に伴なう非農業労働
需要の増大,財 政金融政策をてことする景気安定化政策,労 働者の社会保障制度の進
展,非農業生産の立地移動(地方分散),交通 ・通信手段の発達,農 業労働者の教育水
準の上昇があげられる。これら諸要因により農家労働者の農外流出規模が戦後に飛躍的
に増大するが,そ の間に農業 ・非農業間の均衡賃金開差が縮少ではなく拡大したことが
注目される。この賃金開差の拡大を説明するものは,よ り高い労働移動費をもつあとつ
ぎ労働力の挙家離村を求めるに至った非農業雇用需要の戦後的発展である。上述したと
ころが前稿の要旨である。
これに対し,田中修教授は 全 く否定的な見解を示された。[田中,1967コその田中教
授の批判は内外の農業経済学者の間に見られる共通の固定観念,す なわち農外流出の就
業機会説が前提されているように思われる。したがって田中教授の批判はひとり教授の
みでなく他に多くの同調者をもつ批判であるといえよう。本稿はその田中批判にそって
農家労働力の供給価格を再吟味 し前稿で到達 した推論を再検討したものである。前稿の
推論は田中批判(供給価格の過大推定を主張するもの)に耐えてなお保存しうることが
本稿において実証的に証明されている。
2.田 中修教授 の批 判点
田中教授の批判点を要約すると次のようになる。 「農家労働力に開かれた労働市場の
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市場賃金水準と対比されるべき限界以下の農家の経営主,あ とつぎの挙家離村供給価格
が過大推定されている。そのためこの供給価格は非農業賃金水準と均等化しているかの
ように見えるが1こ の過大推定を修正すれば農業 ・非農業間の労働市場はやはり不均衡
状態にあり,農 業に潜在失業が 検出されることになろう。」挙家離村供給価格過大推定
の源泉として田中教授が指摘されるものは,〈1)労働移動費中に恣意的想定に基づく転
職の心理的コス トなるものを加算して挙家離村供給価格をかさ上げしている。(2)挙家
離村供給価格のなかに算入されているいま1つの費用要素である見込み土地資本利得推
定額が過大推定されている。'〈3)供給価格推定に際し上方偏碕の非難の多い農林省 「農
家経済調査報告」データが使用されているjの3点 である。
田中教授によってとりあげられた問題点の第1点 であるが,労働移動の心理的費用は
被雇用の不効用,す なわち他人に使用されること,労 働時間が他律的に 規制されてい
ること,失業の懸念があることなどからくる不効用,そ の他離村に伴い家郷,隣人に対
する愛着心を断ち切ることか らくる不効用を根拠に想定されたものである。しかし,こ
れ ら心理的費用を 供給価格のなかに 算定するにほ事実上多くの困難が伴う。 まず第1
に,元来非貨幣的な不効用を貨幣表示することの困難である。もちろん抽象的段階での
定式化は可能であろうが;実際の計測上にはいくたの事例研究の蓄積が必要である。前
稿では,こ の転職の心理的費用が当該農家と上層農家群との間の農業所得開差により測
られだ。いいかえれば,競 争農家群平均農業所得が約束されるならば,経営主,あ とつ
ぎは上記の転職の心理的費用を克服して他産業雇用労働に転職するであろうという想定
である。これに代わるに,当該農家の農業労働所得の2割 とか3割 を心理的コス トを償
うものとして想定することもできよう。いつれに しろ,しかし,いまのところ一義的に
映 定しうる実態的根拠をもたないのが実情である。
さらに,労働移動の心理的側面をとりあげるのであれば,心理的摩擦 という費用面の
みならず,収益面での心理的利得をも計上しなければならない。たとえば,都会生活,
昇給制,週 日制,個人別賃金収入に対する農民の主体的評価をとりあげるのでなければ
片手落ちである。また,農業では雇用は安定的であるが,自然的要因の作用により所得
は決して安定的でない。農家労働力はこの所得の不安定性を非農業雇用の不安定性とい
かに対比するかの問題が残るであろう。田中教授はおそらくこうした2点を念頭に 「心
理的費用」を供給価格のなかに導入することに疑義を示されたのであろうとわたくしは
理解する。 旨 .
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供給 価格 の過大推 定 の第2の 源泉 と してあげ られ てい る土地資本利 得(capitalgains
fromfarmland)は昭和30年 代 に入 ってか らの農地 の実質 価格 の急騰現 象 を背景 とす
る。 この土地資本利 得は 前稿 では と りあげ られ てい ないが,「農 業 と経済発 展」 シ ンポ
(D
ジアムのレポー トでこれを考慮 した供給価格を示した。いまもし農地の実質価格が年率
10パー セン ト上昇するならば,10アー ル当 り30万円の土地,50アー ルを所有する農家
は年率15万円の土地資本利得をえるであろう。 この土地資本利得は離農して農地を持
たないものには手に入らない。周知のごとく現行農地法は不在地主制を禁 じている。し
たがって,挙家離村する農家は鐸外流出に際 して,将来予想される土地資本利得を都市
に移転することができず,離村とともに失なうことになるので,これを挙家離村する経
営主(お よびあとつぎ)の労働供給価格に導入することにした。もちろん,離農後にも
この資本利得を保持する方法がないわけではない。闇小作,あ るいは農地からのそれに
匹敵する資本利得を生む財産に農地資本を形態変化させることがそれである。しか しこ
の農地資本の再投資にはかなりのまとまった資金を必要とするし,さらに農外投資に関
するかなり高度の経済的知識と技術とを必要とする。 したがって,ご く限られた農家し
かこの再投資には成功せず,よ り多くの不成功例が見出される。そこでわたくしは当該
農家の所有地の土地資本利得を,過 去lo力年平均実質地価騰費率を基礎に算定し,そ
れを供給価格に加算した。これをなぜ田中教授が批判されたかといえば,当 該農家の土
地資本利得でなく競争農家平均土地資本利得が限界農家の挙家離村供給価格に導入され
ているかのように受けとられたことによる。これはわたくしの説明不足に起因すると思
われる。
供給価格の過大推定の第3の源泉として問題になっている 「農家経済調査報告」デー
タの使用については,田 中教授の批判は必らずしも当らないであろう。 「農家経済調査
報告」による全階層平均農業所得はたしかに上方偏筒の非難をまぬがれない。低階層農
家群からの標本抽出率が相対的に低いからである。 しかし,前稿で用いられた平均農業
所得は全階層平均農業所得ではない。o.5～1.oヘクタール階層という単一階層の小作
農の平均農業所得を用いている。この農業所得は限界専業農家の家族労働力(経営主を
含む)の農業労働所得を表わすものと考客ることができる。(小作農の農業自己資本は
ネグリジブルと仮定)他 方,限 界経営主,あ とつぎの転職の心理的 コス トとして,0.5
{1}そ の 詳 細 は.YukioMasui.'TheSupPlyPriceofLabor:FarmFamilyWorkers',inK.
Ohkawa,B.Johnston&H.Kanedaeds.,EconomicI)ez,elopmentandAgricultureJJapan'so
Experience,TokyoUI)..1969,Ch9に掲 載 さ れ て い る 。
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～1.0ヘクタール層小作農家群とそれ以上の階層の小作農家群との間の農業所得の差が
採用されている。この二つを加算すれば1.0ヘクタール以上階層の小作農の平均農業所
得(農 業労働所得)に 等しくなる。 したがって,一般論としての 「農経調」の小作 ・自
作全階層平均値の上方偏筒性の批判はここでは当てはまらない。
なお,田 中教授の批判のなかに 「限界以下の農家(submarginalfarm)とい う用語
が用いられていることに関してここで二三の付言を要するであろう。通常,限 界以下の
農家とは農家群の観点から見て経営の存立限界以下の農家を指 し,農業内部には現存 し
ないが,条件が好転すれば経営限界内に入 りうる潜在的存在の農家候補を意味するであ
ろう。これら農家候補はどこに存在するかといえば,農業外部の他産業および新規労働
者群のなかに見出されるであろう。 しかし,田中教授の批判のなかに用いられている用
語 「限界以下の農家」はこうした農業経営限界以下の農家候補を意味するものではなか
ろう。これらの農家候補群をとりあげることはわれわれの当面する分析課題にとっては
意味がないからである。分析的に意味あるのは,非農家群(とくに非農業賃金労働者群)
の側から見た限界以下の家計で,条 件が好転すれば非農家群の限界内に入りうる農家群
である。これ らの農家は,農家群の側から見れば 「限界」農家群(marginalfarms)で
ある。そ してこの限界農家の経営主労働力の供給価格と非農業労働市場での賃金収入と
が比較 されることによって,限界農家の経営主の農業就業が非目発的かいなかが判定さ
れる。 したがって,こ こでは 「限界以下の農家」という誤解されやすい用語をさけて
「限界農家」(厳密には限界農業経営主)を 用いる方が適切であろう。
3.供 給価格 の再検 討
上述 したところから,結局,田 中教授の批判は転職の心理的コス トを経営主,あ とっ
ぎの挙家離村労働供給価格の推定に算入することに対する批判に煮つまることになる。
そこでこの批判に応えて農家労働力の供給価格を 再検討することにしよう。 まず,〈1)
問題の多い転職の心理的コス トを供給価格推定値から除去する。このことは,しかし,
心理的 コス トを無視 したことにはならない。転職の際の心理的コス トとともに心理的ゲ
インをあわせ考慮に入れ,そ の両者がちょうど相殺し合うものと仮定することである。
(2)統計資料(と くに所得データ)の制約により,識別しがたい限界農家の経営主,あ
とつぎの挙家離村供給価格を推計するにあたって,同時に二 ・三男の挙家離村供給価格
といったものをあらたに想定 してそれを推計し,限界的経営主,あ とつぎの挙家離村供
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給価格のチニジクデLタ とすること,{3>農家の家族従事者は経営主が他産業に挙家移
動 した場合自分たちも非農業部門賃労働者となり多就業形態の家計を営むことに抵抗を
感 じないものと想定すること,によって農家労働力の主体別,流 出形態別の労働供給価
格を推計することにした。
(2}でいう二 ・三男の挙家離村供給価格とは,農村に残った二 ・三男が分家し小作農あ
るいは農業労働者家計を形成 した場合のかれらの挙家離村供給価格である。実態的にい
って,・戦前の限界農家の大半はこうした二 ・三男家計によって占められ本家 ・分家関係
を成 り立たしめていたものと思われる。 したがって,こ の二 ・三男の挙家離村供給価格
をもって限界農家の挙家離村価格を代表させてもよい。しかし,戦後のように二 ・三男
はすでに農外流出し,さらにあとつぎまでが離農 しつつある事態のもとでは二 ・三男の
挙家離村供給価格はもはや限界供給価格の意味をもたなくなっている。農家の男子労1動
の限界供給価格は限界農家の経営主,あ とつぎの挙家離村供給価格で測 られねばならな
い6『v,'
(3)でい う多就業形態に関する仮定は前稿でわたくしの採用した仮定,す なわち農家の
経営主は他産業で家族員の多就業形態を必要とするような低賃金職業に転職する挙家離
村には応 じないであろうという特殊な仮定に代わるものである。前稿での仮定は非農業
雇用の雇用不安定性に対する配慮(anowance)から出たものである。(離農 コス ドと呼
ばれたもの)しかし農業での自己雇用においては雇用の不安定性こそないが,農業生産
の不安定性が存在する。いつれも所得の不安定性を斉らす点で差異はない。したがらて
q)
非農業雇用の不安定性だけを強調する理由はないことになる。厳密にいえば,農家労働
力に開かれた非農業雇用労働市場の不安定性からくる賃金収入の不安定性(農 村出身労
働者家計での賃金収入の不安定性)と ともに,農業生産の不安定性,農産物価格の不安
,;
{1}農外産業にみ られる多就業形態と農業でみられる多就業形態 との間には質的差異があることを見
逃 してはならない。端的にいって.都 市では世帯主がまるまる1年 間働いて得るものを農村では経
営主 と主婦 とが1年 の半分働いて得ている。農業生産の季節性にもとづき慮家では多就業形態が常
態で.都 市産業での雇用パターンとの差を示す。 したがって農家の多就業形態は完全雇用の1型態
として把握 されてよい。他方都市家計での多就業形態は多くの場合世帯主の不完全雇用に起因して
いる。 したがって,農 家が離農 した後も多就業形態に応 じるという仮定は,世帯主の不完全雇用に
応 じるとい うことをも意昧する不合理な仮定だということになろ う。
しか し,本稿では農外産業での多就業形態 をいま一っ別の視点からとらまえ.家計所得を積極的
に極大化するものとして多就業形態 を合理的なものと考えている。すなわち,女 子の学歴の上昇.
技能の修得による女子の市場賃金率の上昇。就業機会の増大,同 時に家事サービスにおける諸々の
ξ支術進歩仁よる家事労働費の低下によって婦人労働市場への進出が一般的傾向としてみ られる。そ
の結果.家 計補助的というよりは家計所得極大化の原理の貫徹 という意味で多就業形態をとらまえ
る。
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定性からくる農業労働所得の不安定性も考慮に入れるべきである。
さて,本稿での経営主,あ とつぎの挙家離村供給価格の価格構成要素は次の6つ とな
(2)
る。,
1.世帯主の農業での機会労働所得
2.農 家資産処分費
3.移転費(旅費,運 送費,住居探索費)
4.経営主以外の家旅従事者の離農に伴 う労働所得減少額(家族従事者の農業労働報
酬一都市での期待労賃収入)
5.都市 ・農村間物価差による生活費上昇額
6.土 地資本利得
前稿では経営主以外の家族従事者の都市での期待労賃収入をゼロと仮定 した。なお,
二 ・三男の挙家離村供給価格は、農業労働者のそれとして算定することとする。いいか
えれば,上記の6項 目のうち2お よび6を除 く4項目によって二 ・三男の挙家離村供給
価格は決まると考える。
過大推定の批判を反映 した上のような作業仮説にもとつく農家労働力の供給価格推定
値は第1表 および第2表 に示されている。計測された供給価格は,{1)経営主,あ とつぎ
挙家離村労働供給価格(P、),二・三男(農業労働者)挙 家離村供給価格(P2),第1表
は戦前(1923～39年)の供給価格,第2表 は戦後(1950～60年)のそれらを示す。算定
方法の詳細はそれぞれの表の注記に譲ることにしよう。
問題の経営主,あ とつぎの挙家離村供給価格(P1)が果して限界的な挙家離村供給価
格といえるかどうかを二 ・三男(農業労働者)の 挙家離村供給価格(P2)と比較するこ
とによって確かめてみると,戦 前の17の観測年のうちP,がP2よ り高い年は8力年
で,あ との9力年にはP2の 方がP,よ り高 くなっている。PiがP2よ り高い年でも
1923年,1924年を除きその差は僅少である。-P、とP2と の開きは,概念的にいって限
界農家と無産農業労働者家計との間における農家資産処分費と土地資本利得の差からく
る。 戦前の土地資本利得は ネグリジブルであること(農地の実質価格不変),限界農家
の農家資産処分費も僅少であることを考慮すると,且 と 乃 の開きが平常時には僅少
② ここに挙げる6っの価格構成要素の他にいま一っが考えられる。 それは農業では停年制がないの
に反 し,非農業部門では停年制が支配的である。そのため.農 村労働 力は農外流出するとき停年後
の非自発的失業からくる損失を考慮するであろう。 しか し,本稿では停年後の失業に伴なう費用を
計上 していない。
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第1表 農家労働 力の供給価格1923～1939*
(5力年移動平均,月 額,1921～1923年価格)
o
年 次
1923
1924
1925
1926
1927
1928
P■Pe
44.53
40.72
35.30
42.20
39.81
36.08
年 次
32・53
、t
34・981
38.31i
40.21
40.64
41・59iI
1929
1930
1931
1932
1933
1934
P1 P2
34.33
33.79
30.87
31.12
30.68
34.07
39.53
35.83
31.78
33.36
34.09
34.36
陣 次
1935
1936
1937
1938
1939
Pi
36.78
35.84
38.14
41.94
41.41
P2
35.84
35.53
37.82
39.65
40,75
電 農林省 『農家経済調査報告」,『農林省統計表』。総理府統計局 『小売価格統計調査』,『家計調査
報告」。全国農業会議所 『田畑売買価格に関する調査報告』,日本勧業銀行 『田畑売買価格および
小作料調』,安永武己 「最近における都市 ～農村の生活水準の対比」(『醸 村人 口問題研 究年報
皿」所収)
(a)P,…・・ ・経営主,あ とつぎ挙家離村供給価格
冨(0.5-1.Oha,階層農業所得一 自作地地代)×都市 ・農村間物価差調整係数一家族従事
者の都市 における期待労賃収入+自 家家賃見積り額+土 地資本利得
弓・一 ・。・二 ・三男の挙家離村供給価格
=【男子農業賃金率×推定労働 日数(15日/月)十女子農業賃金率×推定労働 日禁(12日/月)1
×都市 ・農村間物価差調整係数一家族従事者の都市における期待労賃収入
(b)自作地地代は売買地価に6パーセン ト利率 をかけて推計。 都市農村間物価差調整係数は安永推
計の1.072(農村基準1951年)を基礎 に年々の都市および農村のCPIを 用いて作製。 家族従事
者の都市における期待労賃収入は 「家計調査」 による工場労務者家計の家族労賃収入によって推定。
土地資本利得は売買地価に過去10年間の地価案質上昇率をかけて推計 した。
で あ ることが理解 で きるで あろ う。P、・の方 がP、 よ り高い年は1927年か ら1934年の
期間 に見 られ る。 これ は,鳥 が農 業 日雇 賃金収入に よって測 られ,農 業 日雇賃金率 が
農業所 得 の変動 にお くれ た変動 の しか たを示 す性質 を もってい るが ために,農 業所得低
下期 にはP2がPlよ り高 くなる。全 期間 を通 じてP,とP2と の間 の実質的 な開 きは
僅少 であ る と考 え ることが で きる。 そ こで,君 は限 界的経営 主,あ とつ ぎの挙家 離村
供給価 格 を示す ものと見 る ことがで きる。
戦 後につ いて見 ると,-PlがPzよりは るかに高 くな ってい るこ とが 目立つ。P、はP2
の約3倍 に及ぶ。 戦後 は離農 コス トの1つ であ る 土地 資本利 得が極め て大で これ がP、
をP2に 比 し著 る しく高 めてい る最大 の要因 であ る。 例え ば,0.5～1.0ヘクタール層農
家 の土地資 本額 は1960年に144万円であ った。 過去10力 年 におけ る土 地 の相対価 格 の
上 昇率7.1パー セ ン トに よ り土地 資本利 得は 年 率10.2万円 とな り,月 額8,500円とな
る。1960年におけ るP、 とP2の 差,12,837円は,8,500円の土地 資本利 得,2,207円
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第2表 農 家労働 力の供 給価 格1950～1S60*
(月額,円,名 目)
年 次
1950
1951
1952
1953
P1
8,313
9,859
11,303
10,812
P・li年 刻Pi
3,170
3,849
3,742
3,622
1954
1955
1956
1957
12,680
17,683
15,532
16,959
P2
4,554
斗,886
5,373
6・034i
年 次
1958
1959
1960
P,
16,771
17,771
18,917
6,197
5,877
6,080
*農 林省 「農家経済調査」「農林雀統計表』;内閣統計局 『小売価格統制調査
」,「家計調査報告」,
「消費者物価指数』;大川一司著 『生活水準の測定』頸草書房1953年,穴戸寿雄 「農家購入品物
価指数」(東畑 ・大川編 『日本の経済 と農業』上巻所収)加 用信文編 『日本農業基礎統計」
(a)P,…・ ・・経営主,あ とつぎ挙家離村供給価格
=(0.5～1.0ヘクタール平均農業所得一自作地地代)×都市 ・農村間物価差調整係数一家族
従事者の都市における期待労賃収入十自家家賃見積額
・弓 二 ・三男の挙家離村供給価格
=工男子農業賃金率X推 定労働日数(15日/月)+女子農業賃金率×推定労働日数(12日/月)】
×都市 ・農村間物価差調整係数一家族従事者の都市 における期待労賃収入
(b)自作地代は小作料率により推定。都市 ・農村間物価差調整係数は大川推計の1.224(農家基準,1
934-36年)をベ ンチマークとし,これを年々の農村および都市の消費者物価指数により修正 したも
のを使った。 自家家賃見積額は農家の住居坪数〆都市労働者支払家賃(坪 当.り)により推計。家
族従事者(世 帯主 を除 く)の期待非農業賃金収入は 「家計調査」 による工場労務者家計の家族労賃
収入により推計 した。
(3)
の 自家 々賃見積額 お よび2,130円の離村 コス トに よって説明 され る。
4.農 ・非農業 間労働市場 の分析
新らしく計測された農家労働力供給価格の推計値が農 ・非農業間労働市場の不均衡説
を支持するかどうかを検討するのが次の課題である。この課題に応えるために農外産業
賃金収入と農家労働力の供給価格とを対比 してみよう。もし,農家労働力の限界的供給
価格が,比較されるべき農外産業賃金収入と均等化しているならば農家労働力に開かれ
た非農業労働市場は均衡状態にあるといえ,前者が後者より低ければ不均衡状態にある
{3)農家の自家家賃は農業所得に計上されず,し たがって農業労働所得にも計上 されないのが通常の
績 計慣行である。 しかし農家は自己所有の住居をもち.家屋サ「ビスを現物所得として収得 してい
ること.また,そ の家屋の提供する現物サービスは都市へ移転す ることがむつかしい。なぜならば
農家の家屋の処分価格は非常に低い し.農村 には住居の賃貸市場 も狭隆だからである。 したがって
挙家離村する場合には自家住居サービスは放棄されねばならないのが通常である。そこでこれを供
給価格のなかに算入する。この自家住居のサービスは都市労働者の1畳 当り平均家賃支払額(総理
府 「家計調査」)によ り評価されている。この平均家賃は向都離村 した農家出身者が現実に支払ら
うべ き家賃よりははるかに低いであろう。 したがって,本 稿の自家家賃見積額は過少評価であるこ
とに注意せねばならない。
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ことになる。供給価格が市場賃金水準より低けれぽ農業労働力は他産業に移転 したいと
望むが,就業機会が存在せず不本意ではあるが農業に止まらざるを得ない。ここに非自
発的農業就業労働力が析出され,労働市場は不均衡であるということになる。 したがっ
て,現 に農業に就業中の農家労働力の限界的供給価格と市場賃金水準とを対比すること
により,非自発的農業就業が存するかどうかを見ることができる。
供給価格と非農業市場賃金水準との比較に際しては,〈1)農業部門全体から見た限界
的供給価格に着目する。 限界的挙家離村供給価格は0.5～1.0層農家の経営主,あ とつ
(1)
ぎのそれ(Pl)に よって代表 しうる ことは さきに見 た。(2)限界的供給価 格に対比 され
るべ き非農業 賃金収入 は 農家 労働 力が 入職 可能 な 農外 産業職種 のそ れで あ る。 す なわ
ち,農 家労働力 の学歴,技 能,熟 錬度 を前提 に して,特 別 の教 育や職 業訓練 を要 さずに
入職可能 な職種 の賃 金収入を比較 対象 に選ぶ 。具体的 には,工 場労務者,臨 時 日雇人夫
等 がそれであ る。
さて 第3表 は1923年～1939年の期 間につ いて,比 較 され るべ き非農業賃 金収入を示
した もので あ る。限界的挙 家離村供給価格P、(第1表)と 製造業男子工 員賃金収入w、
(4人以上規模事 業所平均)と を比較 してみ る。 計測誤差 を考慮 に入れ て,い ま仮 りに
10パー セ ン ト以 上 の開 きを もって真実 の開 きだ とす る と,W、 がP、 を上廻 る年 は1928
年か ら1936年まで の8力 年 に及ぶ。 男子 日雇 い労務者賃金収入W2とPiと の比較 で
は%がP、 を上 廻 る年 は1928年か ら1933年まで の6力 年 で ある。 酒,醤 油醸造 業職
人賃 金W3と 一P1の比較 ではそれが1929年か ら1933年まで の大不況期 だけ に限定 され
てい る。 いずれ に して も1923年～1939年の期 間は均衡期(1923～26,1937～1939)と
不均衡期(1928～1936)の二 つに分け られ るこ とを知 る。 しか も不均衡期 は大不況 の期
間を中心 に した数年 であ る。そ の他 の年 には限界的挙 家離村供給価格 と非 農業賃 金収 入
とはほぼ均衡 して いた と見 て よい。
次に戦 後 につ いて見 ると,挙 家離村供給価 格P、(第2表)を 非農業 賃金収入(第4
表)と 比較 す る。P,は 製造業100人以 下規模 の賃 金収入 肱 よ り高い。 しか し,100
人 ～999人規模 の高卒以上 の 学歴 を もつ 男子生産 労働者 の賃金収 入(甲 、欄 の カッコ内
{1)農業労働市場の完全競争的均衡を前提すると農業自家労働の労働所得は農業賃金率によって計る
ことができる。 ところで公表された農業賃金率は限界生産力の高い農繁期労働の賃金率を示す。農
閑期の賃金率は公表された値より低い。例えば。4月 および10月の農業賃金率はそれぞれ436円,
623円(男子,1日,北 海道,1961年.農林省 『農村物価賃金調査』)である。この季節変動 を無
視 して.農繁期の賃金率で榛業労働所得を推計すると著る しい過大評価に陥ることに注意せねばな
らない。
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第3表 非農 業賃金収 入1923～1939年*
(1921～1923年価格,月 額,円)
年 次
1923
1924
1925
1926
1927
1928
1929
1930
1931
Wl
33.30
34.82
i、36.52
37.71
39.01
41.04
39.85
38.24
38.31
w2 pv3
38.12
38.92
39,20
41.78
41.81
41.55
40.36
'41
.27
41.13
31.46
33.55
33.19
38.40
38.68
36.76
39.71
40.99
38.72
年 次
1932
1933
1934
1935
1936
1937
1938
1939
w1
40.20
42.06
47.26
45.64
43.74
41。56
39.31
38.20
四2
39.22
37.70
35.08
34.58
33.25
33。03
34,26
35.08
肱
38.18
36.86
36.63
36.15
36.56
35.48
33.44
33.30
*「昭和同人会編 「わが国賃金構造の史的考察」至誠堂1960,付属統計表
金」 商工省 「全国職業別賃金」『工業統計」『賃金統計表』
(a)W,………製造工業男子工員賃金収入(4人 以上規模事業所)
W2r."f'r. ・・日雇い労務者(男 子)賃金収入 1
履………醸造業職人(男子)賃 金収入
農商務省 『全国職業別賃
第4表 非農業賃金収入1950～1960年*
(月額,名 目)
年 次
1950
1951
1952
1953
1954
1955
w5
7,463
7,885
8,125
8,650
9,174
9,615
眺
6,750
7,703
8,892
10,264
11,031
11,647
VV7
9,417
10,970
12,740
13,018
13,388
13,787
年 次
1956
1957
1958
1959
1960
w5
9,991
10,172
10,325
10,500
10,813
〃■ 貼
11,709
13,644
13,208
(18,403)
13,908
(19,238)
15,421
(20,871)
14,448
15,164
13、989
(18,192)
14,569
(19,650)
15,384
(20,214)
拳 労働省統計調査部 『労働統計年報」
(a)S4………建設業日雇労務者賃金収入
%…・…・・製造業賃金収入
1950・-19SS年は50～99人規模製造業常勤労働者平均賃金収入.1957年は30～99人規模
製造業男子生産労働者平均賃金収入。1958年以降は10～99人規模製造業男子 生産労働
者平均賃金収入,カ ッコ内の数字は100・・999人規模製造業高卒以上男子生産労働者平均
賃金収入
罵…・…・・卸 ・'小売業賃金収入
1950'-1956年は 0～99人規模卸 ・小売業の平均賃金収入,1957年は30～90人規模,
男子労働者平均賃金収入,1958年以降は10～99人規模男子労働者平均賃金収入.カ ッ
コ内の数字は10～99人規模高卒以上男子労働者平均賃金収入
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の数字)はPiを 上廻 ってい る。 また,卸,小 売業 の賃金収人w7と 一P、とを比 較す る
と,50～99人規模 の卸,小 売業 の平均賃 金収入 とP,と はほぼ釣 合 ってい る。10～99
人規模 の男子労働者平均 賃金収入 と比較 す る とP・ の方がか な り高い。 しか し,高 卒以
上 の学歴 を もつ男子 労働者 の 平均賃 金収入(鵬 欄 の カ ッコ内の数字)はPlを は るか
(2)
に上廻っている。近年の農家子弟の高校進学率から見て比較されるべき非農業賃金収入
は高卒労働者のそれであるべきであろう。そ うすると,農家若年労働力の限界的供給価
格.Plは非農業賃金収入より低いといえよう。したがって,あ とつぎが農業部門から流
出してい くことが予想され,現 実にもあとつぎの離村が進行 している。
以上の推論はいつれも前稿での推論と全 く同一である。したがって,田 中批判を全面
的に容認 して農家労働力の供給価格を計測 し直しても前稿で導き出された推論に変更を
必要としないことが明らかである。田中教授がとくに不況期の短期的変動を重視され,
就業機会説,労働市場不均衡説を強 く支持されることには異論はないが,長期,恒常的
に部門間労働市場が不均衡状態にあると主張されるならばそれは支持 しがたい。
別に,わ たくしは農業からの労働力移動の回帰分析を行い次のような推計結果を得て
いる。
　 ホ ホ
Me==.055678十.49065確 η・-2.4028VVα十.32114S
(.056657)(.58605)(.10588)
R2==.89362
1923～1960
*有 意水準1%
MSは 農家労働力 の非農業へ の流出率,四 ・は非 農業部門平均 実質 賃金 ,Waは 農業部
門平均実質 賃金,5は 非農業部 門労働市 場で の 需給 率(就 職 率)を 示 す。 期 間は1923
年 ～1962年だが,1939年～19SO年の期 間を除 く。
これ に よれ ば農 ・非農業 間 の労働移動 に賃金 パ ラメータが十分機能 してい ることが う
かがえ る。供給 弾力性 はMlntlこ関 して1.406,W・}=関して 一1.554である。 つ ま り.
(3)
これによって,農業潜在失業仮説や就業機会説は実証的に否定されることになる。
(2)農家子 弟の高校進学率 は1962年に60パーセ ン ト台 に達 している。(『農 林省統 計 表』1962年版
p・65参照)
(3)同様の帰結 は南亮進氏の推計 による農外移動函 数のパ ラメーターか らも引 き出せ るで あろ う。
〔南,1962:196〕。南推計で は,嘱 に関する弾性値 は1.928,鵬に関す る弾 性値 は一2.428であ
る。
`
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また,労働移動には移動費がかかることを認めさえすれば,労働市場の均衡において
その移動費に相当する賃金開差が生ずることは自明の理である。 この開差は均衡賃金開
差と呼ぶことができる。[増井,1967:33]
農村労働力に対 して開かれた非農業労働市場が均衡的であると考えうるいま1つの論
拠として,あ とつぎの農村生活は都市に出た二 ・三男労働者の生活とつねに対比され,
等 しいか,それ以上であったことを指摘できる。あとつぎ世帯の生活は二 ・三男世帯の
生活よりも良い筈のものというのが通念となっていた。農家のあとつぎはもしかれらが
望むなら都市に出て二 ・三男たちと同じように稼いで同一水準の賃金を得 られるであろ
う。農村にいて,二 ・三男の都市での賃金収入に匹敵する農家労働報酬が得られないよ
うであれば,あ とつぎは都市産業に出ていこうとするし,出ていけたであろう。したが
って,農家労働力に開かれた農外労働市場が均衡していたと見ることは極めて現実的な
観方である。正月,盆,慶 弔時の親族の集まりはこの労働市場に関する市場情報が伝達
される場でもある。
戦後の労働市場も不均衡的とい うよりはむしろ動態的といった方が適切であろう。極
めて動態的であるが故に調整が完了しないままに均衡破壊的な新たな要因が引続き発生
し,調整されるべき不均衡が持続する。 しかし,その調整速度は予想外に速 く,さして
大きな不均衡を残 していないのが実態である。この点を確認するため限界的専業農家の
あとつぎの挙家離村供給価格と農家労働力に開かれた非農業雇用賃金収入とを対比 して
みよう。第5表 の 君 は農区別の限界専業農家(0.5～1.0ヘクタール農家,た だし北海
道は2.0～3.0ヘクタ ・ー一・ル農家)の 挙家離村供給価格を示す。 「7gは非農業賃金収入,
Wl・は非農業俸給収入を示している。この二つの非農業労働所得は第2種兼業農家の恒
常的賃労働世帯主の平均農外賃金収入,部 よび恒常的職員勤務世帯主の平均俸給収入に
よって測られたものである。 第5表 の値は1962年～1964年の平均を年額で示 したもの
である。これによると,挙家離村供給価格Plは いつれの地区でも非農業平均賃金収入
Wgよりは高い。 また九州を例外として非農業平均俸給収入よりも高い。 したがって農
家労働力に開かれた労働市場はあえて不均衡と呼ぶよりはむしろ均衡的と呼ぶ方が適切
であろう。
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第5表 農業労働力の供給価格と非農業賃金収入1962～1964平均
(千円/年)
農 区
供 給 価 格
Pl
非農業 賃金収 入
Wg
WiO
北海道
389
248
319
東北bヒ陸
385
214
327
408
210
334
関東
465
263
401
東海
489
301
386
近畿
509
309
419
中酬 四国
370
279
366
392
219
329
九州
327
207
406
, 串 農林省統計調査部編 「類型別農家経済調査』,全国農業会議所 『田畑売買価格等に関する調査繕
果」,労働省統計調査部編 「労働統計年報」
(a)P,…・ ・・経営主(あ とつぎ)挙家離村供給価格
=o.5-1.0ヘクタール専業農家 く北海道では2・0-3・0ヘクタール)農 業所得一自作地見積
地代額一家族員の都市での期待労賃収入十自家家賃見積額十当該農家の土地資本利得
駕………恒常的賃労働兼業農家の世帯主賃金収入
駕。・隻……恒常的職員勤務兼業農家の世帯主俸給収入
引 用 文 献
増 井 幸 夫 稿,「 農 家 労 働 力 の 供k,'lifl}格」 大 川 一 司 編 『日 本 農 業 の 成 長 分 析 』 ノ(明 堂,1963年,
pp.41-56。
稿,「 農 ・非 農 業 間 賃 金 開 差 の 基 本 的 性 格 」 『農 林 業 問 題 研 究 』 第1D}(1967年9
月)。
YukioMasul,`TheSupplyPriceof【 一.abor;FarmFami!yWorkers' 、inKOhkawa.
B.Johnston&ILKanedaeds..Economicl)evetoi・tJte'lta'lc～Ag'・i('U〃u〃'c.こ
TゐθJapan'sE.Tperience,TokyoU.P.(1969)pp222-219 、
MinamiRyoshin.`Populat量onMigrationAwayfromAgricnltureinJapan'Eco.Deτe-
elop,Cult.Chai～ge,Vol.xvNo.2Part【(Jan.!967)
TanakaOsamu,ReviewofMLMasui'sPaper〔m"SupplyPriceofLaboiもfFarm
Family"attheConfercnceQnAgrlcultureandEconomicDe嘘 【op-
ment:ASympog.iumonJapan'sIこxperience、1967〔mineo).
